知的財産創作届書の作成・提出に当たっての注意事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大学研究推進機構　

知的財産センター
１．国内出願の費用は、当初費用だけで１件で約４５万円程度かかります。この費用は、本学が負担していることを十分理解願います。

　　ついては、知的財産創作届書を提出するに当たっては、まず、創作者の方で、本件発明は本当に出願すべきなのか、事前に十分吟味頂きますようお願いします。

２．知的財産創作届書を記入して提出頂くと、後日、学内の知的財産審査委員会で審議されます。

出願をすることに決定した場合には出願手続きを行い、出願をしないことに決定した場合には原則として大学として出願を行わずに、発明者へ返却いたします。

３．知的財産創作届書は、基本的には発明者が作成して下さい。但し、発明者で記載が難しい項目については、山口大学大学研究推進機構のコーディネータ、ＵＲＡ、アドバイザー、知的財産センターや山口ＴＬＯ等にご相談下さい。

　　なお、科学研究費補助金の公募資料の研究計画調書（科研費申請書）等も参考にして記載して下さい。
４．知的財産創作届書に記載する「創作者」は、実際に創作に携わった者だけとして下さい。

　（単に指示したり、または指示に従って実験をしただけの者は創作者ではありません）。

５．創作者のうち、代表創作者（代表発明者）の名前の前に必ず○を付けて下さい。

　（発明者は、知的財産創作届書に記載された順序で特許願に記載されますが、順序は権利の軽重とは無関係です）。

６．本件発明に関する連絡者（窓口）は、本件発明を特許等出願する場合の発明者サイドの窓口となる人（発明内容をお答えできる人）をお願いします。連絡者の携帯番号も記載下さい。
７．発明内容の説明の中の「本発明の要約」の項は、次のことを記載して下さい。

　①従来のものに比べて何（構造、方法等）が新しいか
　②それがどんなことを解決できるか
　
８．先行技術文献の項には、自らの発明のベースとなった技術文献や、類似の技術文献名を書いて下さい（なお、特許文献以外の場合は、文献のコピーを添付して下さい）。

　特に、自分が発表した関連文献がある場合には、必ずコピーをお願いします。

９．最後のページの文科省提出用調査書（発明一件毎に、日本版バイドール法※の適用についての調査）は必ず記載願います。これに記載頂けない場合は、出願ができかねますので、このことをご了承願います。
10．この知的財産創作届書（文科省提出用調査書も含めて）は、大学研究推進機構 知的財産センター
E-mail: chizai@yamaguchi-u.ac.jp
まで電子メールでお送り下さい。

11．知的財産創作届書が受理されましたら、受理のお知らせが書類で行きます。創作届書提出後３、４日しても受理通知が届かない場合は、知的財産センター（内線9963）までご連絡下さい。
知的財産センター　整理番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
知的財産創作届書
【共同出願用様式】
平成　　年　　月　　日
国立大学法人山口大学長　殿
　下記の知的財産の創作を行いましたので、国立大学法人山口大学職務発明規則第４条第１項の規定に基づき、届け出ます。
知的財産創作者：｛山口大学関係者のみ記載下さい。また、代表発明者（発明活動を
中心に行った者）名の前に○を付して下さい。捺印は不要です。｝
	所属部局名
	職　名
	氏　　名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


知的財産の種類：（該当欄の記号か記号の前、あるいは文字に○を付して下さい。）
a) 発明、　b) 考案、　c) 創作（回路配置利用権、プログラム、意匠）
d) 育成（品種登録）、　e) 案出（ノウハウ等）
f) 商標（商品名・サービス名）
創作物（発明等）の名称：（物、方法等が区別できるように記載下さい。）

この発明等に関する知的財産ｾﾝﾀｰとの窓口：（発明者中、知的財産ｾﾝﾀｰとの対応が可能な方を記載下さい。）
	氏名
	
	電話番号
	
	携帯番号
	

	
	
	メール
	


備考：特許制度の活用は活動を通して社会への貢献をなすものであり、学術論文とは性質が異なります。　　　　　市場性の見込みのない（事業価値が見い出せない）発明は出願の対象とはなりません。
１．権利の帰属（該当欄の記号か記号の前に○を付して下さい。）
	共同出願人の有無
	a) 有、　b) 無

	相手機関名
	相手持分
	相手機関の発明者名
	知財担当者名（TEL）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


２．契約関係（該当欄の記号か記号の前に○を付して下さい。）
	契約書の有無
	a) 有、　b) 無（有の場合、契約の種類：共同研究・委託研究・その他）

	契約相手機関名
	

	共同出願時の費用負担
	a) 相手持ち、　b) 持分に応じて

	出願について事前連絡
	a) 要、　b) 否（出願についての相手への事前連絡は発明者が行うこと）

	研究費の出所
（官公庁からの受託又は再受託の成果の場合）
	（願書にその旨記載しなければならないので必ず記載すること）

	
	平成　　　年度　　○○
	省　県
庁　他
	□□□□□ 受託研究である。


３．発明取扱について（該当欄の記号か記号の前に○を付して下さい。）
	本発明
	a) 新規出願

	
	b) 国内優先出願
	先の出願：特願　　　　－　　　　　　

	
	a) 発表予定
(原則として新規性喪失の例外の適用の出願は行わない。)
	学会名：

	
	
	学会発表日：平成　　年　　月　　日

	
	
	予稿集等発行日：平成　　年　　月　　日

	
	
	刊行物名：
（出版日：平成　　年　　月　　日）

	
	外国出願の必要性有無
(原則として新規性喪失の例外の適用の外国出願は行わない。)
	　a) 有、　b) 無
 (無の場合は、以後、原則、外国出願希望の有無を問い合わせず、外国出願を行いません。)

	
	a) 現時点で実施許諾先有
(可能性の有る場合を含む。)
	相手機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　


	出願の緩急
(通常は約３ヶ月要する。)
	a) 急ぐ（　　月　　日まで）
（理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	　b) 通常


４．特記事項（発明者の要望とその理由を記載して下さい。例えば、①出願しないで有償譲渡を希望、
②外部資金導入のために出願を希望　等）
	


５．発明内容の説明
（基本的には発明者が記載して下さい。但し、発明者で記載が難しい項目については、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ、

ＵＲＡ、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、知的財産ｾﾝﾀｰ、ＴＬＯ等に相談下さい。必要に応じて欄を拡げて記載下さい。）
	（１）発明の要約｛発明の目的、技術上のポイント、効果を簡単に記載して下さい。｝


	（２）従来技術とその問題点｛必ず従来技術（特許公報を含めた先行技術文献）の調査をして下さい。従来技術は自分の先行技術も含めて文献等名を例示し、その問題点を指摘して下さい。なお、先行技術調査で使用したツールを明記して下さい。なお、特許インストラクターやコーディネータ等に支援してもらったら、その旨明記して下さい。｝


	（３）本発明等における問題点の解決手段｛解決ポイント（新規な点）を従来技術と対比し、技術上の利点を説明して下さい。｝


	（４）本発明の利用される分野｛発明が何に使われるか説明して下さい。｝


	（５）本発明の実施例｛本発明が第三者で再現できるように（必要に応じて図面、グラフ、表等を用いて）、できるだけ多くの事例を開示して下さい。これは法律要件です。｝


	（６）発明の効果｛公知の他者データ、自己データの両方の中で、最も類似の公知技術と本発明の構成との相違に基づく効果を説明して下さい。定量的、定性的効果を書いて下さい。｝


	（７）最も類似の公知技術等との比較データ｛本発明の優位性を示すため、公知の他者データ、自己データの両方の中で、最も類似の公知技術等と比較したデータがあることが望ましいです。｝


	（８）本発明のキーワード｛単語、フレーズ、短い文章を記載して下さい。｝


	（９）発明の完成状況｛該当欄の記号か記号の前に○を付して下さい。｝
a) アイディアや構想段階、　b) 数値計算等で検証済み、　c) 実証試験済み、　d) 試作品を作成、　

e) 製品を完成

	（１０）今後の研究の予定、見通し、戦略等｛次の記入項目を参考に書いて下さい。①研究の現段階を踏まえて、今後の研究の課題、計画、見込み（共同研究の場合は、相手企業等との研究スケジュールも）、今後の事業化、技術移転等にどう繋げるか、どう取り組むか等、②今後の研究発表（公表）の予定、③次の研究にどう繋げるか、どう取り組むか等｝


	（１１）本発明に対する社会のニーズについて｛該当欄の記号か記号の前に○を付して下さい。｝

a) 既に興味を示している企業有り（企業名：　　　　　　　　）

b) 今後興味を示す可能性がある企業有り（企業名：　　　　　　　　）

c) 現段階で、特定の企業なし

	（１２）研究契約等との関係
　共同研究契約、有体物の提供・情報の提供等を受けたことに伴う制約（守秘義務等）があれば、教えて下さい。

・知的財産センターが連絡する時の相手方の連絡先（機関名、氏名、TEL）：　　　　　　　　　
　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・契約書の写し等を添付して下さい。



文科省提出用調査書（発明一件毎についてお尋ねします）
【日本版バイドール法※の適用についての調査】
本件は文科省の調査事項でもありますので、必ず記載願います。これに記載頂けない場合は、出願ができかねますので、このことをご了承願います。
※日本版バイドール法（産業活力再生特別措置法）：
政府資金を活用した研究から生まれた発明を大学に帰属させ、そのロイヤリティ収入を発明者に還元することにより、更なる研究開発を促進することを目的とするものです。
【調査事項】
１．研究費等のバックグラウンド
本研究に係る研究費の主なものは（該当するものに○印を付して下さい。複数回答可ですが、一番金額の大き
いものに○○印を付けて下さい。）
①　共同研究費
②　受託研究費
　　　　　　　国
・文部科学省
・経済産業省
・厚生労働省
・農林水産省
・その他（国）
公益法人等
・科学技術振興機構（ＪＳＴ）
・日本学術振興会（ＪＳＰＳ）
・新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）
・その他（公益法人等）
民間企業
・大企業
・中小企業
・小規模企業
その他（　　　　　　　　　　　　　　）
③　補助金
　　　　　　　国
・文部科学省
・経済産業省
・厚生労働省
・農林水産省
・その他（国）
その他（　　　　　　　　　　　　　　）
④　寄附金（奨学寄附金、企業からの助成金等）
⑤　通常の学内研究費（運営費交付金等）
⑥　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
２．上記質問１．①共同研究費、②受託研究費（民間企業）、④寄附金　に回答された方に、お尋ねします。
　　　共同研究等の相手が見つかった直接のきっかけは何でしたか（複数回答可）。
　　　　①　発表した論文
　　　　②　学会での発表
　　　　③　展示会等での発表
　　　　④　ホームページで研究内容の紹介
　　　　⑤　これまでの特許出願
　　　　⑥　企業等への直接のアプローチ
　　　　⑦　報道関係
　　　　⑧　第三者の口利き仲介
　　　　⑨　普段の情報交換や、付き合いのなかで
　　　　⑩　その他
３．本件発明の発明者に列挙した人（該当箇所全てに）
　　　　①　大学教員（本人も入れて）　　　　　　 （　　　　　）人
　　　　②　大学職員（技術系職員等）　　　　　　 （　　　　　）人
　　　　③　学部学生　　　　　　　　　　　　　　 （　　　　　）人
　　　　④　院生（修士、博士、オーバードクター等）（　　　　　）人
　　　　⑤　ポスドク（有給者）　　　　　　　　　 （　　　　　）人
　　　　⑥　学外者（大学）　　　　　　　　　　　 （　　　　　）人
　　　　⑦　学外者（県国等公的機関）　　　　　　 （　　　　　）人
　　　　⑧　学外者（企業）　　　　　　　　　　　 （　　　　　）人
　　　　⑨　その他（　　　　　　　　　）　　　　 （　　　　　）人
� eq \o\ac(○,秘)�
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